
長時間労働対策の実施

事業概要 実績（平成28年度）

労働時間等の設定の改善等に関して、成果を
上げた中小企業の事業主に対して、助成金を
支給（職場意識改善助成金）

・助成金の支給が労働時間等の改善に有益
だったと回答した割合：約100％

事業概要 実績（平成28年度）

医療従事者全体の勤務環境の改善のため、
労務管理に関する支援センターの運営、勤務
環境改善マネジメントシステムの普及促進、
好事例をまとめたデータベースサイトの運用

・支援センターにおける相談が有益だったとす
る旨の回答率：99.5％
・セミナーの内容が参考になったとする旨の回
答率：９２％
・データベースのアクセス件数：42,246件

主な安全衛生確保等事業

２９年度予算額：約３４８億円

事業概要 実績（平成28年度）

長時間労働防止のため、過重労働解消のため
のセミナーの実施やパンフレットの配布、指
導が必要な事業主に対する労働時間管理適正
化指導員による個別訪問指導、インターネッ
ト監視による問題事業場情報の収集等を実施

・パンフレットを160,000部配布
・個別訪問した事業場から訪問が有益だった旨
の回答率：96.8％
・指導実施事業場数：5,102事業場
・インターネット監視による労働局等への情報
提供を月平均55.5件実施

事業概要 実績（平成28年度）

国民の過労死等防止対策の重要性に対する関
心と理解を深めるため、「過労死等防止対策
推進シンポジウム」の開催

・シンポジウム全体に対する満足度：
83.95%
・シンポジウムの開催実績：全国43箇所で
開催、参加者は計4,802人



働きやすい職場環境整備・個別労働紛争対策の実施

ワーク・ライフ・バランス推進の実施

事業概要 実績（平成28年度）

職場のパワーハラスメントの予防・解決に向
けた労使の取組を支援するため、ポータルサ
イト「あかるい職場応援団」の運営、パワハ
ラ対策取組支援セミナー等を実施

・セミナー参加者がパワハラ対策の取組の導
入を検討すると回答した割合：97％

・ポータルサイト「明るい職場応援団」への
アクセス数：年間1,276,611件

事業概要 実績（平成28年度）

全国の労働局及び労働基準監督署に設置した
「総合労働相談コーナー」における労働相談
の受付、労使紛争に対する助言・指導やあっ
せんの実施

・「総合労働相談コーナー」への相談件数：
1,130,741件

・都道府県労働局長による助言・指導の申出
受付件数：8,976件
・同助言・指導のうち、１ヶ月以内で処理が終
了した割合：98.7%

事業概要 実績（平成28年度）

テレワークの普及促進を図るため、セミナーの
開催、相談センターの設置、助成金の支給等
の実施

・セミナー参加者の労務管理の講義に対する
理解率：89％

・相談センターへの相談等の件数：1,962件
・助成金支給決定数：84件

若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の強化

事業概要 実績（平成28年度）

若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対
応策の強化のため、無料電話相談「労働条件
相談ほっとライン」、労働条件ポータルサイト
「確かめよう労働条件」の運営、大学・高校
等でのセミナーの開催

・電話相談の満足度：90.0％
・ポータルサイトの満足度：88.8％
・セミナーの満足度：85.5％



労働者の健康確保対策の実施

事業概要 実績（平成28年度）

労働者のメンタルヘルス対策のため、ポータ
ルサイト｢こころの耳｣における情報提供、メー
ル相談・電話相談等の実施

・本ポータルサイトを利用した結果、有益で
あったとする評価：97.１％

・本ポータルサイトの延べアクセス件数：
3,700,907件

事業概要 実績（平成28年度）

職場における受動喫煙を防止するため、専門
家による相談窓口の開設、測定機器（粉じん
計等）の貸出、喫煙室設置費用の助成等を実
施

・専門家による実地指導件数：108件
・測定機器の貸し出し件数：７４３件
・助成金の交付件数：488件

事業概要 実績（平成28年度）

２０２０年東京オリンピック・パラリンピックに
向けた首都圏での建設工事における労働災害
防止対策を徹底するため、工事現場に対する
巡回指導、安全衛生教育等を実施

・安全衛生教育支援が役に立ったとする旨の
回答率：92％
・助言指導の実施件数：４５８現場

労働災害防止対策の実施

事業概要 実績（平成28年度）

保健衛生業における腰痛災害を減少させるた
め、社会福祉施設等を対象とした腰痛予防対
策講習会の実施

・講習会が有益であったとする旨の評価：97％
・講習会開催実績：各都道府県２回以上（参加
者3,036名）

事業概要 実績（平成28年度）

治療と職業生活の両立支援を支援するため、
ガイドラインの参考資料の作成、広報用ポー
タルサイトの設置、シンポジウムの開催等を
実施

・研修会に参加した結果、有益であったとする
旨の回答率：89％

・ガイドラインの疾患別手引きを、肝疾患と脳
卒中の２種類について作成


